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Ａ．目的
　災害発生後の避難生活において、長期に避難所生活を
余儀なくされる住民の栄養支援体制の検討を行うため、
市町村の災害発生に備えた食に関する支援の準備状況等
を把握することを目的にアンケート調査を実施した。

Ｂ．方法
①実施期間
　平成２１年１１月２０日～１２月７日
②実施対象
　長野県内の全８０市町村
③調査内容
　主な調査項目は以下の５項目である。
ア）災害発生に備えた食糧の備蓄状況
イ）災害発生時の食に関する支援を必要とする者（以

下「要支援者」）への支援準備状況
ウ）災害発生時の食事ボランティアの把握状況
エ）食料調達に関する協定等の準備状況
オ）食糧備蓄以外の栄養支援体制の状況
　等である。
④調査方法
　各保健所で、市町村に対して調査協力依頼及び回収を
行った。なお、中核市である長野市については県庁から
直接依頼した。調査対象者は各市町村の担当者である。
調査には自記式アンケート法を用いた。

Ｃ．結果
　調査に対する回答は、全８０市町村（回収率１００%）か
ら得られた。回答者の内訳は、４４市町村が防災担当課
（総務課含む）及び、３３市町村が保健衛生担当課であ
り、３町村からは両者の連名による回答があった。な
お、市町村栄養士が回答したのは、２０市町村であった。
　以下に主な結果を示す。

１）災害発生に備え食料を備蓄している市町村
　６９市町村（８６．３%）で何らかの備蓄が行われてい
た。備蓄していない町村は１１町村であった（図１）。
　住民への備蓄への呼びかけ日数の内容をみると、平
均３日分であった。呼びかけに日数を含んでいない市
町村が、２９市町村（３６．３%）あった。

　図２に市町村が備蓄している食糧の内容を示した。
α化米が最も多く、次いで乾パン、粥、餅の順であ
り、主食が主であった。

２）乳幼児に対する備蓄（図３）
　粉ミルク、離乳食等乳幼児に対する食糧の備蓄がな
されている市町村は、２４市町村（３０．０%）であった。
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料を得る目的で、災害時のライフラインを担っている県内全市町村の災害発生時の栄養支援に備えた準備状況の調
査を行った。結果として、災害時の栄養支援に関する準備は多くの市町村で進められていることが確認できた。し
かし、準備内容は必ずしも十分でないことが明らかになった。今後、保健所の管理栄養士として支援内容を検討す
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図１　市町村における一般住民に対する支援食糧備蓄状況

図２　備蓄食糧の内容（数字は市町村数）
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３）要支援者に対する備蓄（表１）
　要支援者の把握は、１８市町村で行われていたが、要
支援者に対する食糧備蓄や災害発生時の栄養支援につ
いて検討、計画されているところは少なかった。

４）住民食事支援ボランティア
　日赤奉仕団以外の炊き出し等の食事支援ボランティ
ア団体を把握している市町村は１８市町村（２２．５%）で
あった。主な団体は、食生活改善推進協議会や地区の
自主防災組織、婦人会等であった（図４）。

５）食糧調達に関する協定
　企業などと、災害時の食料調達協定がある市町村
は、４９市町村（６１．３%）であった。主な協定相手は、
農協、生活協同組合、大手スーパーメーカー、コンビ

ニ等であった。

６）市町村防災計画における栄養支援内容
　食糧備蓄以外の栄養支援に関する項目が記載されて
いるのは、１５市町村（１８．８%）であった。内容は、食
品衛生及び食生活状況・栄養状態把握に関する項目で
あった（図５）。

Ｄ．考察
　今回の結果から、市町村により、災害時の栄養支援に
対する準備状況が異なることが分かった。特に農村部を
含む町村では、準備状況は高くない傾向がみられ、住民
の自助に期待していることが示唆された。
　災害発生時に要支援者への視点を認識している市町村
は少なく、要支援者への栄養支援体制についての検討が
必要であることも明らかになった。
　災害発生時における食糧応援協定は、「長野県市町村
災害時相互応援協定」において長野県内全市町村で締結
されている。しかし、今回の調査結果から、この協定に
関する市町村担当者の認識が高くないことがうかがわれ
た。ただ、回答者が防災担当者だけでなく、保健衛生専
門職（栄養士、保健師）も多く含んでいたことが影響し
ていると考えられることから、市町村内での多職種によ
る防災体制の共有が必要であると考えられた。
　更に、市町村においては、災害発生に備えた食糧備蓄
以外の栄養支援の視点が少ないということが分かった。
　今後、保健所が地域において災害時の栄養支援体制づ
くりを行う上では、まず市町村担当者の災害時の栄養支
援に対する必要性についての意識の醸成から取り組むこ
とが必要であると考えた。 

図３　乳幼児に対する食糧備蓄状況

表１　災害時要支援者に対する食の支援準備状況

図４　食事ボランティア団体（数字は市町村数）

図５　食料備蓄以外の項目（数字は市町村数）
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